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改正前 改正後 

平成26年度における東日本大震災に係る地方公営企業施設の 

災害復旧事業等に対する繰出金について 

 

 

  地方公営企業繰出金については、毎年度その基本的な考え方をお示し

しているところですが、東日本大震災の被害の甚大性にかんがみ、被災

した地方公営企業施設の早期復旧と経営安定等を図るため、平成 23 年

５月２日に公布・施行された「東日本大震災に対処するための特別の財

政援助及び助成に関する法律」（平成 23 年法律第 40 号。以下「特別財

政援助法」という。）及び国の予算等を踏まえ、同震災に係る地方公営

企業繰出金について下記のとおり取り扱うこととしましたので、地方公

営企業の実態に即しながら、この趣旨に沿って適切に運営されるようお

願いいたします。 

  貴都道府県内市町村等に対しましても、周知されるようお願いしま

す。 

 なお、詳細については別途お知らせいたします。 

 

記 

 

１ 東日本大震災に係る地方公営企業施設の災害復旧事業に要する経

費 

（１）趣旨  

東日本大震災により被害を受けた地方公営企業施設の早期復旧

を図るとともに企業経営の安定に資するため、特別財政援助法第２

条第２項に規定する特定被災地方公共団体及び特定被災地方公共

平成27年度における東日本大震災に係る地方公営企業施設の 

災害復旧事業等に対する繰出金について 

 

 

  地方公営企業繰出金については、毎年度その基本的な考え方をお示し

しているところですが、東日本大震災の被害の甚大性にかんがみ、被災

した地方公営企業施設の早期復旧と経営安定等を図るため、平成 23 年

５月２日に公布・施行された「東日本大震災に対処するための特別の財

政援助及び助成に関する法律」（平成 23 年法律第 40 号。以下「特別財

政援助法」という。）及び国の予算等を踏まえ、同震災に係る地方公営

企業繰出金について下記のとおり取り扱うこととしましたので、地方公

営企業の実態に即しながら、この趣旨に沿って適切に運営されるようお

願いいたします。 

  貴都道府県内市町村等に対しましても、周知されるようお願いしま

す。 

 なお、詳細については別途お知らせいたします。 

 

記 

 

１ 東日本大震災に係る地方公営企業施設の災害復旧事業に要する経

費 

（１）趣旨  

東日本大震災により被害を受けた地方公営企業施設の早期復旧

を図るとともに企業経営の安定に資するため、特別財政援助法第２

条第２項に規定する特定被災地方公共団体及び特定被災地方公共
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団体が加入する一部事務組合等において実施される地方公営企業

の災害復旧事業（以下「公営企業災害復旧事業」という。）に係る

事業費の一部について繰り出すための経費である。 

 

（２）繰出しの基準 

繰出しの対象となる経費は、それぞれ次に掲げる額の合計額とす

る。 

ア 国庫補助負担金を伴う公営企業災害復旧事業 

(ｱ) 国がその事業費の一部を補助又は負担する公営企業災害復

旧事業の事業費の額（以下「国庫補助負担基本額」という。）

から国庫補助負担金の額を控除した額に、通常の建設改良にお

いて一般会計から繰り出すこととされている割合に相当する

率を乗じた額 

(ｲ) 国庫補助負担基本額から国庫補助負担金の額及び（ｱ）の額

を控除した額の2分の1 

 

イ 国庫補助負担金を伴わない公営企業災害復旧事業 

(ｱ) 公営企業災害復旧事業に要する経費に、通常の建設改良におい

て一般会計から繰り出すこととされている割合に相当する率を

乗じた額 

(ｲ) 公営企業災害復旧事業に要する経費から(ｱ)の額を控除した額

の2分の1 

 

ウ 上記ア(ｲ)及びイ(ｲ)において「2 分の 1」とあるのは、公営企業

災害復旧事業に要する経費の総額から国庫補助負担金の額並びに

上記ア(ｱ)及びイ(ｱ)の額を控除した額が、当該地方公営企業の営業

収益の 100 分の 50 を超え 100 分の 100 までの部分については「４

団体が加入する一部事務組合等において実施される地方公営企業

の災害復旧事業（以下「公営企業災害復旧事業」という。）に係る

事業費の一部について繰り出すための経費である。 

 

（２）繰出しの基準 

繰出しの対象となる経費は、それぞれ次に掲げる額の合計額とす

る。 

ア 国庫補助負担金を伴う公営企業災害復旧事業 

(ｱ) 国がその事業費の一部を補助又は負担する公営企業災害復

旧事業の事業費の額（以下「国庫補助負担基本額」という。）

から国庫補助負担金の額を控除した額に、通常の建設改良にお

いて一般会計から繰り出すこととされている割合に相当する

率を乗じた額 

(ｲ) 国庫補助負担基本額から国庫補助負担金の額及び（ｱ）の額

を控除した額の2分の1 

 

イ 国庫補助負担金を伴わない公営企業災害復旧事業 

(ｱ) 公営企業災害復旧事業に要する経費に、通常の建設改良におい

て一般会計から繰り出すこととされている割合に相当する率を

乗じた額 

(ｲ) 公営企業災害復旧事業に要する経費から(ｱ)の額を控除した額

の2分の1 

 

ウ 上記ア(ｲ)及びイ(ｲ)において「2 分の 1」とあるのは、公営企業

災害復旧事業に要する経費の総額から国庫補助負担金の額並びに

上記ア(ｱ)及びイ(ｱ)の額を控除した額が、当該地方公営企業の営業

収益の 100 分の 50 を超え 100 分の 100 までの部分については「４
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分の３」、100 分の 100 を超える部分については「10分の 10」とす

る。 

 

２ 東日本大震災に係る地方公営企業関係の復興事業に要する経費 

（１） 趣旨  

「東日本大震災復興特別区域法」（平成23年法律第122号）第78

条第２項に規定する交付金、「福島復興再生特別措置法」（平成 24

年法律第25号）第36条第２項に規定する交付金又は福島再生加速

化交付金（以下「復興交付金等」という。）を受けて施行する地方

公営企業関係の復興事業（以下「公営企業復興事業」という。）に

係る事業費の一部について繰り出すための経費である。 

 

（２）繰出しの基準 

繰出しの対象となる経費は、公営企業復興事業の事業費の額から

復興交付金等の額を控除した額に、通常の建設改良において一般会

計から繰り出すこととされている割合に相当する率を乗じた額と

する。 

 

３ 東日本大震災に係る減収対策のために発行する資金手当債の利子

負担の軽減に要する経費 

（１）趣旨 

東日本大震災に伴う料金の減免や事業休止等により資金不足の

発生又は拡大が見込まれる地方公営企業が発行する資金手当のた

めの公営企業債（以下「震災減収対策企業債」という。）の利子負

担の軽減に要する経費である。 

 

（２）繰出しの基準 

分の３」、100 分の 100 を超える部分については「10分の 10」とす

る。 

 

２ 東日本大震災に係る地方公営企業関係の復興事業に要する経費 

（１） 趣旨  

「東日本大震災復興特別区域法」（平成23年法律第122号）第78

条第２項に規定する交付金、「福島復興再生特別措置法」（平成 24

年法律第25号）第46条第２項に規定する交付金又は福島再生加速

化交付金（以下「復興交付金等」という。）を受けて施行する地方

公営企業関係の復興事業（以下「公営企業復興事業」という。）に

係る事業費の一部について繰り出すための経費である。 

 

（２）繰出しの基準 

繰出しの対象となる経費は、公営企業復興事業の事業費の額から

復興交付金等の額を控除した額に、通常の建設改良において一般会

計から繰り出すこととされている割合に相当する率を乗じた額と

する。 

 

３ 東日本大震災に係る減収対策のために発行する資金手当債の利子

負担の軽減に要する経費 

（１）趣旨 

東日本大震災に伴う料金の減免や事業休止等により資金不足の

発生又は拡大が見込まれる地方公営企業が発行する資金手当のた

めの公営企業債（以下「震災減収対策企業債」という。）の利子負

担の軽減に要する経費である。 

 

（２）繰出しの基準 
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東日本大震災に伴う料金収入の減少等により、当該年度末に資金

不足額が発生又は拡大すると見込まれる団体が発行した震災減収

対策企業債の償還利子の2分の1とする。 

 

４ 地方公営企業関係の全国防災事業に要する経費 

（１）趣旨  

地方公営企業関係の全国防災事業（以下「公営企業全国防災事業」

という。）に係る事業費の一部について繰り出すための経費である。 

 

（２）繰出しの基準 

繰出しの対象となる経費は、国がその事業費の一部を補助又は負

担する公営企業全国防災事業の事業費の額から国庫補助負担金の

額を控除した額（流域下水道事業については、下水道事業債（臨時

措置分）充当額も併せて控除した額）に、通常の建設改良において

一般会計から繰り出すこととされている割合に相当する率を乗じ

た額とする。 

 

５ 災害応急対策等に要する経費 

（１）趣旨 

一般会計又は他の特別会計に係る災害応急対策等に要する経費

及び他の地方公共団体の応援等に要する経費について繰り出すた

めの経費である。 

 

（２）繰出しの基準 

一般会計又は他の特別会計に係る災害応急対策等に要した額及

び災害により被害を受けた都道府県又は市町村の要請等により行

った被災地域の応援等に要した額とする。 

東日本大震災に伴う料金収入の減少等により、当該年度末に資金

不足額が発生又は拡大すると見込まれる団体が発行した震災減収

対策企業債の償還利子の2分の1とする。 

 

４ 地方公営企業関係の全国防災事業に要する経費 

（１）趣旨  

地方公営企業関係の全国防災事業（以下「公営企業全国防災事業」

という。）に係る事業費の一部について繰り出すための経費である。 

 

（２）繰出しの基準 

繰出しの対象となる経費は、国がその事業費の一部を補助又は負

担する公営企業全国防災事業の事業費の額から国庫補助負担金の

額を控除した額（流域下水道事業については、下水道事業債（臨時

措置分）充当額も併せて控除した額）に、通常の建設改良において

一般会計から繰り出すこととされている割合に相当する率を乗じ

た額とする。 

 

５ 災害応急対策等に要する経費 

（１）趣旨 

一般会計又は他の特別会計に係る災害応急対策等に要する経費

及び他の地方公共団体の応援等に要する経費について繰り出すた

めの経費である。 

 

（２）繰出しの基準 

一般会計又は他の特別会計に係る災害応急対策等に要した額及

び災害により被害を受けた都道府県又は市町村の要請等により行

った被災地域の応援等に要した額とする。 


